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第二次世界大戦後、日本企業の ASEAN での事業活動は、1949 年に GHQ により、
商社の海外代理店設置が許可された 1951 年に始まった。三菱、三井などの旧財閥













1985 年にかけての ASEAN 各国への日本投資の割合は、財団法人世界経済情報
サービスの『ARC レポート』(1986, 1987)によれば、インドネシアが 29.9%と最も





そして、日本から ASEAN 諸国への海外直接投資(Foreign Direct Investment:
FDI)のシェアはジェトロ投資統計によれば、1996 年から 2011 年まで、25.11％で、
米国からの 18.36％を上回っている。国別で見ると、例えばタイの場合、米国から
受けた直接投資額がタイの対内 FDI 総額のシェアはわずか 19.09％にすぎないのに
対し、日本からの割合は 53.68％と最大のシェアを占めている。
そして、『2014 年版ジェトロ世界貿易投資報告』によれば、2013 年末までの日本
2の国・地域別対外直接投資残高(資産)におけるアジアへの投資残高は 3,102 億 8,300
万ドルで、北米の 3,482 億 2,200 万ドルに次いで第二位となっている。アジアの中
で、ASEAN10 への直接投資残高が 1,362 億 5,800 万ドルで最も多く、続いて中国
の 981 億 3,200 万ドルの順になっており、日本の対中国投資残高額は、ASEAN10
への投資の 71.19%を占める程度である。
ASEAN10 の中で、ASEAN5 への投資額は全体の 91.64％を占めている。ASEAN5
の中では、タイへの投資が 445 億 8,100 万ドルで最も多く、続いてシンガポールの
365 億 4,900 万ドル、インドネシアの 197 億 8,700 万ドル、マレーシアの 132 億
400 万ドル、フィリピンの 107 億 5,200 万ドルの順になっている。






















































































2.2 日本企業の ASEAN 進出と国際分業に関する研究
2.3 本研究の分析枠組み
第三章 ASEAN 進出の再開と輸入代替政策への対応(戦後～1971 年)
3.1 戦後日本の海外投資の再開とその背景
3.2 賠償と経済協力による日本企業の海外進出の再開





4.2 ASEAN 進出の本格化と ASEAN 諸国の立地条件の改善










第六章 東アジア通貨危機、ASEAN 統合の深化とその対応(1998～2008 年)
6.1 東アジア通貨危機後の日本企業の対外投資
66.2 東アジア通貨危機の背景とその対応
6.3 中国の台頭と AFTA の実現に伴う日本企業の事業展開


















Buckley、M. Casson、J.F. Hernnart、A.M. Rugman などの「内部化理論」、J.H.
Dunning の「折衷パラダイム」など多くな研究がある。特に、Dunning の「折衷














































第六章では、1998 年から 2008 年にかけて、中国の台頭、ASEAN 域内の経済統
合が進展し、対 ASEAN 戦略が見直された時期について扱う。1990 年代に入って
から中国への投資ブームの影響及び 1997 年 7 月のタイ・バーツ下落に端を発する
東アジア通貨危機の発生により、1998 年以降日本企業の ASEAN への投資額が減














































要因である。1950 年代後半から 1970 年代にかけて ASEAN 諸国の政府による輸入
10
代替政策の影響で日本の製造企業が ASEAN 進出し始めた。1980 年代後半に、フ
ィリピンは国内政治不安定の影響で日本企業からの投資が落ち込んだ。1997 年のタ
イ・バーツ下落に端を発する東アジア通貨危機の影響で、ASEAN 諸国の政治経済














て、1970 年代後半には日本企業の ASEAN 進出は鈍化したことのである。
1980 年代に入ると、日・欧米の通商摩擦が激化し、その回避のために一部の企業
は、ASEAN 進出が増加し始めた。1990 年代に入ってから、特に 1995 年には、日
本の対中投資が、初めて ASEAN4 を超え、中国の台頭は対 ASEAN 投資にも影響
が及んでいる。2008 年のリーマン・ショック後、日本を含む多くの先進国が深刻な



















































































また、 ASEAN における日本企業の経営活動と技術移転については、 S.
Yamashita 、浦田秀次郎、F.M. Manuel、安保哲夫、小林英夫などが日本的経営、
技術移転、経営の現地化などを分析し、日本的経営の定着と技術移転の可能性を明
らかにしている。
そして、「国際分業」については、天野倫文が、1990 年代を中心に日本企業がい
かに国際戦略を展開し、また同時に産業空洞化を克服してきたのかという解決策と
企業立地戦略を提起した。木村福成は、フラグメンテーション理論、アグロメレー
ション理論、多国籍企業の立地、所有、内部化の優位性を組み合わせて、新たな「国
際分業」の枠組みを提起し、東アジアにおける「国際分業」の現象を説明しようと
している。そして、そのサービス・リンク・コストの削減ために、新たな国際経済
秩序を形成する要因としての FTA 及び開発アジェンダについて注目し、東アジア
における各国・地域の取るべき開発及び通商政策を提案している。
しかしながら、これらの研究は、日本企業の進出と「国際分業」の背景(要因)と
その変化などについては、あまり触れていないのである。そして、ASEAN におけ
る日本企業の経営戦略と事業活動のー時期のみを考察していたので、時間を通じて
の経営環境変化に対応した進出と国際分業の要因と経営戦略の歴史的変化が明らか
にされていないといえる。つまり、時間の経過とともに投資国、受入国と第三国の
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政治・外交的、社会的、経済的、不可測リスク及びその他の国際的な要因が、なぜ
どのように生じて変化してきたのか、その環境変化が日本企業(特に ASEAN におけ
る日本企業)のビジネス形態、経営戦略及び組織構造など経営活動に対してどのよう
な影響とその解決策あるいは経営戦略を採ってきたのかは、明らかにされていなか
ったのである。
かくして本論文では、グローバル経済の進展の中で、地域統合の深化などによっ
て、複雑な日本国内外のビジネス環境が絶えず変化されており、企業の海外進出と
「国際分業」の要因は、単に企業自身の所有優位性、あるいはコスト削減すること
だけでは、説明が十分ではないことを強調したかったのである。それらに加え、投
資国、受入国・地域と第三国の政治・外交的、経済的、法的、文化的、不可測リス
ク、そして国際的な環境に及ぼす様々な影響(要因)も、企業の海外進出と「国際分
業」の重要な要因として考慮しなければならないのである。
したがって、企業の海外直接投資と「国際分業」の決定要因と多国籍企業の経営
戦略を説明あるいは研究するには、企業レベルの議論や受入国の一時期の政策的要
件のあるいは要因のみを考慮するだけでは十分でない。本論文では、時間の経過と
ともに企業の経営戦略や事業活動、投資国内の条件や政策、受入国の条件や政策、
そして第三国及ぶ国際的要因(グローバル化)などを、トータルに考えていかなけれ
ばならないことを明らかにしたのである。
この分析枠組みによって、そのような複雑な日本企業の海外(特に ASEAN)進出と
国際分業の背景(要因)とその変化を考察できる。そして、日本企業のグローバル戦
略を展開する中で、ASEAN での効率的な調達、生産、販売、及び研究開発を目指
して、ASEAN における経営戦略と事業展開の特徴とその変化を明らかにするので
ある。
このように、本研究は日本企業の ASEAN への進出と国際事業展開の要因とその
変化を歴史的に分析することによって、従来の研究史上の空白を埋めると同時に、
新しい研究の枠組みも提案できたと思われる。
しかしながら、本研究に関連するはずにもかかわらず充分に分析と議論がなされ
なれかった課題がある。例えば、①ASEAN における個別企業(産業・企業別) の経
営戦略と国際化戦略、②新加盟 ASEAN4 カ国における日本企業の投資及び経営戦
略、③韓国、台湾などにおける日本企業の経営戦略と事業展開、④アジア域内にお
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いて国際事業ネットワークあるいは東アジアワイドでのサプライチェーンの形成が
進んでいる中で、どのように「国際分業」が実現していくかである。
ASEAN における地域統合(リージョナリズム)が深化する中で、そのメリットを活
かし、リスクを分散と域内での生産ネットワークによる「補完」体制を構築するた
めに、日本企業が新加盟 ASEAN4 カ国(CLMV)に対して具体的にどのように経営戦
略と事業展開を行っているのかという問題を明らかにするために、包括的な史的研
究方法を用いて時間の経過とともに日本企業の経営戦略や事業活動、投資国内の条
件や政策、受入国の条件や政策、そして第三国及ぶ国際的要因(グローバル化)など
を、トータルに考察していかなければならないと思われる。
また、グローバル経済が進展する中で、東アジア全体において、日本企業が国際
事業ネットワークあるいは東アジアワイドでのサプライチェーンの進展に対して、
どのように日本企業の投資及び経営戦略を展開していくのか、研究を継続していく
ことが必要であるといえよう。
